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第1章 計画の概要 

 計画策定の経緯・趣旨 

  本市では、平成２６年度を初年度とする第６次府中市総合計画の都市像「みんなで創 
る 笑顔あふれる 住みよいまち」を、市民と市との協働によって実現することとして 
います。これは、まちの主役である市民一人ひとりが、主体的にまちづくりに参画する 
ことこそが、まちづくりの原点であるからにほかありません。 
 このため、平成２５年５月に学識経験者、各活動団体の代表者、公募市民等で構成す 
る「府中市市民協働推進協議会」を設置し、１０年を超えるこれまでの本市における協 
働の取組を振り返るとともに、改めて協働の必要性等について議論を重ねました。 
そして、平成２６年５月に、これまでの取組をさらに進めるため、「公共分野を担うの 
は行政」との発想を大きく転換し、様々な主体が役割分担のもとに、地域課題を解決す 
るための取組の方向性を示す「府中市市民協働の推進に関する基本方針」（以下「基本方 
針」といいます。）を策定し、第６次府中市総合計画の都市像の実現に向け、新たな一歩 
を踏み出しました。 
 

  府中市市民協働推進行動計画（仮称）は、このような経緯を踏まえ、「府中市らしい協 
働」を育むとともに、様々な主体による市民協働を推進し、多くの市民が住みやすい、 
住んで良かったと思えるまちをつくっていくため、基本方針第４章に定める１０の推進 
方策の実現に向けて本市が取り組む施策について、目標年度を示しつつ、具体的に策定 
するものです。 

 
 計画期間 

  本計画の期間は、平成２７年度から平成３３年度までの７年間とします。ただし、計 
画施行後３年目において、協働推進に係る取組状況や社会経済情勢の変化等を踏まえて、 
計画の見直しを検討することとします。 

区分 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度 H32年度 H33年度 

第６次府中市総合

計画 
前期計画 後期計画 

市民協働推進行動

計画（仮称） 

策定手続 Ｈ27.4～H30.3     

   見直し     

    Ｈ30.4～H34.3 
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 推進方策に係る取組目標 

  基本方針第４章に掲げる１０の推進方策について、それぞれ次のような取組目標を設 
定し、各種施策を推進していきます。 

（１） 市民の協働に対する意識の醸成 

   本市では、自治会・町内会等の地縁型活動団体や、NPO・ボランティア団体等の目 
的型活動団体、また企業、大学など、様々な主体が地域で公益的な活動をしていますが、

一方で、協働の手法についてはまだ定着しているとは言えません。 
このため、より多くの市民が協働について知り、関心を持ち、そして、協働によって

地域課題の解決に取り組んでもらえるように、市全体で協働に対する意識の醸成に取

り組むことが必要です。 
このような観点から、効果的な情報発信や意識啓発に努めるとともに、学習機会を提

供するなど、市民の意欲を高め、また意欲ある市民の受け皿を整備することによって、

協働の活動に参加する団体や市民が増えることを目指します。 
  
（２） 職員の意識改革及び  

   市民と市の協働を進めるために、職員が協働の意義や必要性等を十分に理解するこ

とが重要です。市民と市が協働して行う事業は、行政が単独で行う場合と比べて時間が

掛かることなどもあるため、職員は消極的になってしまうという意見もあります。 
研修や体験を通して、職員一人ひとりが協働に対する意識改革を進め、職員同士も連

携・協力しやすい仕組みをつくるなど、これまでの慣例にとらわれずに、市民との協働

に取り組む職員を育成していく方策を進めます。 
 
（３） 情報共有・双方向型コミュニケーションの推進  

 協働を推進するためには、各主体がお互いに信頼できる関係を築くことが重要です。 
このため、行政は積極的に情報を公開し、市民や各活動団体と情報を共有することに

より、信頼関係の構築に努める必要があります。 
   特に行政は情報の発信だけでなく、可能な限り多くの市民や活動団体が発信する情

報を収集し、また、積極的に情報を受け、活用する仕組みを整備するなど、双方向のコ

ミュニケーションを活発にすることを目指します。 
 
（４） 協働のコーディネート機能の育成  

さまざまな主体間のコミュニケーションを促進し、ネットワーク化を図り、協働へと

つないでいくために、「協働のコーディネーター」や「中間支援組織」（市民活動を支援

する市民活動団体）の役割が重要です。 
市民活動拠点の整備を契機に、こうした専門性をもった人材の発掘や育成、中間支援

組織を育成する方策を進めます。 
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（５） 市民活動拠点施設等の有効活用  

   府中駅南口に設置予定の市民活動拠点施設をはじめ、協働の推進のための場として

公共施設を積極的に活用する方法を検討します。 
 
（６） 市民自身が市民の活動を支える環境づくり  

協働に係る「自主性尊重・自立化の原則」を踏まえ、行政からの助成だけでなく、市

民による寄附意識の醸成や市民ファンド等の仕組みなど、市民自身がそれぞれの活動

を支えていける環境づくりの検討を進める必要があります。 
  
（７） 協働事業提案制度の整備  

   協働事業の提案を市民から公募する制度の整備や、市が実施している事業に対して

市民団体等に提案や参加を求める制度の整備について、検討を進める必要があります。 
 特に、職員を含む各主体が協働の経験を積むことが求められていることから、モデル

的な公募事業を早期に実施します。 
 
（８） 協働を推進するための組織的な仕組みづくり  

   協働を推進していくため、協働の推進に係る取組の進捗状況等について、情報を共有

し、それぞれの事業に反映するなど、より連携・協力体制を組みやすい組織的な仕組み

について検討する必要があります。全庁的な組織のあり方や仕組みについて検討する

必要があります。 
また協働の推進に係る取組の進捗状況等について、市民の意見を反映するための市

民参加の協議の場を設置します。 
 
（９） 協働事業の評価・検証の仕組みの整備 

協働事業の効果をより高めていくためには、プロセスを含め、協働事業の振り返りを

行い、「協働の原則」に基づいて、評価・検証する仕組みづくりに取り組む必要があり

ます。 
具体的な施策として、市民参加による検討の場を設けて、評価・検証の手法を検討し、

マニュアル化します。 
 
（１０） 協働の取り組みを効果的に進めるための行動計画の策定・条例の整備 

    実効性のある計画とするために、本計画では具体的な実施スケジュールを設定し、

PDCA サイクルに基づく進行管理を行います。 
また、協働のまちづくりに係る基本理念や姿勢等を明確に定める条例の整備を検

討します。  
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 施策体系図 

 

 

 

推進方策１ 市民の協働に対する意識の醸成

（１）市民協働に対する

効果的な啓発、

ＰＲ活動の推進

市民協働推進シンポジウムの開催

市民協働出前講座の実施

市ホームページの活用による情報提供

協働事例集の作成

（２）新たに協働に

取り組もうとする市民への

参加の機会づくり

協働初心者講座（仮称）の実施

（３）大学（学生）との

協働の推進

大学への市民協働に係る情報提供及び

相談窓口の充実

大学と市との協働事業の実施

（４）次代のまちづくり

を担う児童・生徒に対する

協働意識の醸成

学校と地域との連携による協働の推進

（コミュニティスクールの推進）
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（５）地域を支える

各リーダーに対する

啓発・情報提供

各活動団体リーダー学習会（仮称）の実施

（６）企業との

協働の推進

企業に対する市民協働に関する

情報の積極的な提供

企業との協働を推進するための

各種仕組みの整備

市民協働パートナー企業登録制度

（仮称）の実施

推進方策２ 職員の意識改革及び

（１）職員研修の充実等

職員研修プログラムの充実

【再掲】市民協働推進シンポジウムの開催

（２）職員が協働の経験を

積むための仕組みの検討

職員が公益的な活動に参加しやすい

環境の整備
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推進方策３ 情報共有・双方向型コミュニケーションの推進

（１）市からの

情報発信方法の改善
協働に関するポータルサイトの充実・活用

（２）情報共有と双方向の

コミュニケーション機能

の拡充

市民活動・市民協働に関する

情報の収集・共有

双方向のコミュニケーションに向けた

手法や情報媒体の活用の検討

市民協働のまちづくりカフェ（仮称）の実施

推進方策４ 協働のコーディネート機能の育成

（１）中間支援組織の支援 中間支援組織の育成及び運営支援

（２）協働コーディネータ

ーの育成及び活用

協働コーディネーターの育成

及び活用方法の検討

（３）職員の

協働コーディネーター

の配置

市民協働推進員（仮称）の配置
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推進方策５ 市民活動拠点施設等の有効活用

（１）協働の拠点としての

市民活動拠点施設の活用

市民活動拠点施設における

指定管理者制度の導入

市民活動拠点施設の運営に係る

市民意見の反映

（２）既存公共施設の

活用方策の検討
既存公共施設の協働拠点化の検討

（３）新庁舎における協働
を支える場の整備

新庁舎における協働を支える場の整備
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推進方策６ 市民自身が市民の活動を支える環境づくり

（１）市民が市民の

活動を資金面で支援する

仕組みの検討

市民ファンド等の仕組みに係る調査・研究

市民活動推進基金の活用

寄附をしやすい環境の整備

（２）コミュニティ

ビジネス実施団体の

育成及び支援

コミュニティビジネス実施団体の

育成及び支援

推進方策７ 協働事業提案制度の整備

（１）協働事業提案制度

の検討・整備

市民提案型協働事業提案制度の検討・整備

行政提案型協働事業提案制度の検討・整備

（２）市の事務事業に係る
協働化の検討

市の事務事業に係る協働化の検討

（３）様々な主体による

提案制度の検討・整備

各活動団体間における

協働事業の提案の仕組みの検討
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推進方策８ 協働を推進するための組織的な仕組みづくり

（１）協働事業の

相談・提案に係る受付と

マッチングに関する

ルールの整備

協働事業の相談・提案に係る

受付のルールの整備

協働事業に係るマッチング等のルールの整備

（２）協働の推進に資する

体制づくり

市民協働推進委員会（仮称）の設置

【再掲】市民協働推進員（仮称）の配置

市民協働推進会議（仮称）の設置

（３）政策形成過程への

参画のための公募委員制度

の拡充

附属機関・類似機関に係る

公募市民枠の拡充

推進方策９ 協働事業の評価・検証の仕組みの整備

（１）評価・検証の

手法の検討

協働事業の評価・検証手法の整備

評価結果等の共有及び

改善に向けた取組の実施

（２）市民協働推進

行動計画（仮称）の

進行管理の実施

行動計画の評価・検証手法の整備

【再掲】市民協働推進会議（仮称）の設置
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推進方策１０ 協働の取組を効果的に進めるための行動計画の

策定・条例の整備

（１）市民協働の推進

に関する条例の制定に係る

調査研究の実施

条例の制定に関する調査・研究

（２）市民協働の効果的な

推進のための先進事例等の

調査・研究

協働の事例等の調査・研究

（３）各種アンケート

調査等の実施
協働に関する各種アンケート調査等の実施

（４）行動計画の

見直しの実施
市民協働推進行動計画（仮称）の見直し
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第２章 市民協働推進のための具体的な施策 

 
 市民の協働に対する意識の醸成 

 
（１） 市民協働に対する効果的な啓発、ＰＲ活動の推進 

市民みんなが市民協働について理解を深めることができるよう、効果的な啓発、ＰＲ活動

を展開します。 
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（２） 新たに協働に取り組もうとする市民への参加の機会づくり 

公益的な活動や協働に関心があっても参加する機会がなかった市民や、勤労、子育て等で

継続的な参加が難しい意欲ある市民に対して、啓発やＰＲ活動を行うとともに、協働の場や

機会を提供します。 

 

 

（３） 大学（学生）との協働の推進 

 本市の特性として、大学（学生）との協働が広がる可能性があることがあげられます。既

に一部では大学と企業、各活動団体等との協働の実績があり、これに本市を含め、様々な主

体がつながることにより、協働の輪が更に広がっていく可能性が高まります。 

 
 

 
 
（４） 次代のまちづくりを担う児童・生徒に対する協働意識の醸成 

地域に愛着を持ち、積極的に地域活動に参加できる人材を育成するために、総合的な学習

や社会科の学習を通じて学び、地域や協働によるまちづくりに対する意識を醸成します。 
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（５） 地域を支える各リーダーに対する啓発・情報提供 

各活動団体と市との協働を円滑に、かつ、効果的に進めるために、各活動団体のリーダー

を対象に、本市が推進する市民協働に関する学習会の開催や各種情報提供を行います。 

 
 
（６） 企業との協働の推進 

 近年、企業は、社会貢献活動として公益的な活動に積極的に取り組んでおり、活動場所や

活動機会を求めています。本市においても、企業との協働を積極的に進めることとしている

ことから、情報提供などの側面的な支援策を講ずる一方で、企業に対しても、本市の市民協

働によるまちづくりに関する様々な取組への理解と協力を求めていきます。 
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 職員の意識改革及び  

 
（１） 職員研修の充実等 

職員の協働に対する理解を深め、意識向上を図るために、職員研修を行います。特に、実際

に協働事業の現場に職員を派遣して行う体験研修など、研修内容を見直し、拡充します。 
 また、協働の実践例を知るための機会として、主として市民を対象に開催する「市民協働

の推進のためのシンポジウム」への参加を促進します。 

 
 
（２） 職員が協働の経験を積むための仕組みの検討 

 職員が、自ら協働を推進できる人材となれるように、様々な機会を通して協働の経験を積

めるような仕組みを検討します。 
 また、職員の協働に係る意識やスキルを向上させるため、職員が公益的な活動に参加しや

すい環境の整備を検討します。 
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 情報共有・双方向型コミュニケーションの推進  

 
（１） 市からの情報発信方法の改善 

 協働に関する情報を一元的にまとめて、市民にわかりやすく発信するよう、情報の集約や

発信の方法を改善します。 

 
 
（２） 情報共有と双方向のコミュニケーション機能の拡充 

 インターネットなどＩＣＴ（情報通信技術）の活用により、市民活動に関する情報の収集

や市民活動団体が発信する情報を受ける仕組みを整備するとともに、市民と行政の双方向

のコミュニケーション機能を拡充します。 
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 協働のコーディネート機能の育成  

 
（１） 中間支援組織の支援 

行政と市民活動団体をつなぐ役割を担う、中間支援組織については、専門性をもった人材

の発掘や育成、市民活動拠点の管理・運営など、市民協働の推進に当たって重要な役割が期

待されるため、積極的な支援を行っていきます。一般的に中間支援組織は、活動資金の確保

と組織のマネジメント、人材の確保などが課題とされており、こうした点から具体的な支援

策を検討していきます。 

 
 
（２） 協働コーディネーターの育成及び活用 

 協働を推進し、各活動団体と市とをつなぐ役割を担う協働コーディネーターを育成する

とともに、効果的な活用方法について検討します。 
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（３） 職員の協働コーディネーターの配置 

協働事業の実施に当たり、職場でアドバイスし、各活動団体との調整を行うため、職員の

協働コーディネーターを配置します。  

 

 
 
 市民活動拠点施設等の有効活用   

 
（１） 協働の拠点としての市民活動拠点施設の活用   

 新たに府中駅南口再開発地区に設置予定の市民活動拠点施設については、「協働の場」と

しても、中心的な機能を有することが期待されています。このため、中間支援機能を有する

者等を指定管理者とすることが望ましく、運営に当たっても、市民、各活動団体などの意見

を取り入れ、より使いやすい施設としていきます。 
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（２） 既存公共施設の活用方策の検討 

文化センター等の既存施設について、地域の協働の拠点となるよう、積極的な活用方策を

検討します。 

 
 
 
（３） 新庁舎における協働を支える場の整備   

 新庁舎建設にあたり市民等との協働を支える場について検討し、整備します。 

 
 
 
 市民自身が市民の活動を支える環境づくり  

（１）市民が市民の活動を資金面で支援する仕組みの検討 

 市民ファンドやクラウドファンディングなど、市民が市民の活動を資金面で支援する仕

組みの設置について、先進事例等を踏まえて調査・研究を行います。 
 また、市民活動推進基金の有効活用や市民の寄付意識の醸成などについても検討を進め

ます。 
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（２）コミュニティビジネス実施団体の育成及び支援 

資金的に自立した市民活動であるコミュニティビジネスを実施する団体に対して、育成

及び支援を行います。 
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 協働事業提案制度の整備  

 
（１） 協働事業提案制度の整備・検討 

市民から市に対して協働事業の実施を提案する仕組みと、市から協働事業実施団体を公

募する仕組みについて検討し、整備します。 

 
 

 
 

（２） 市の事務事業に係る協働化の検討 

市のすべての事務事業について、協働の手法を取り入れることができないか、可能性を検

討します。 

 
 

（３） 様々な主体による提案制度の検討・整備 

 各活動団体が、市のみならず、様々な主体との協働事業の実施を提案できる仕組みについ

て検討します。 
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 協働を推進するための組織的な仕組みづくり  

 
（１） 協働事業の相談・提案に係る受付とマッチングに関するルールの整備 

 市民から協働事業の提案を受ける窓口を明確にし、提携できる部署を紹介、調整する窓口

を設置します。 
 

 
 

 

 
（２） 協働の推進に資する体制づくり 

 協働を推進するため、市民に対し、部署による対応の差が生じることのないよう、各部署

で行っている協働の取組や成果、課題等について情報を共有できるよう、全庁的な推進体制

を整備します。 
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（３） 政策形成過程への参画のための公募委員制度の拡充 

市民や各活動団体の代表者等が、市の施策について意見やアイデアを述べる機会は、協働

の推進に向けた第一歩となるため、附属機関・類似機関に係る公募委員制度を拡充します。 

 
 
 協働事業の評価・検証の仕組みの整備 

 
（１）  評価・検証の手法の検討 

 既存のものを含め、それぞれ行われている協働事業について、協働の理念、原則等に基づ

き、改めて評価、検証する手法を検討・整備します。 
 また、当該評価・検証手法に基づき、市民と市双方の立場から、協働事業について点検、

評価を行うとともに、課題を共有し、改善に取り組みます。 
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（２） 市民協働推進行動計画（仮称）の進行管理の実施 

 市民協働を効率的かつ効果的に推進するため、この行動計画の進ちょく状況についてを

評価・検証等を行う仕組みを整備します。 
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 協働の取組を効果的に進めるための行動計画の策定及び条例の整備 

 
（１） 市民協働の推進に関する条例の制定に係る調査研究の実施 

市民協働を推進するため、その要否を含め、条例制定に係る調査・研究を進めます。 

 
 
（２） 市民協働の効果的な推進のための先進事例等の調査・研究 

 市民協働を効果的に推進するため、先進的な協働事例等の調査・研究を行います。 

 
 
（３） 各種アンケート調査等の実施 

 市民協働の取組について、進ちょく状況や成果等を把握し、より効果的な推進方策等を検

討するため、定期的にアンケート調査を実施します。 

 
 
（４） 行動計画の見直しの実施   

 市民協働の取組の進ちょく状況を把握し、市民協働をより効果的に推進するために、社会

経済情勢の変化等を踏まえ、「市民協働推進行動計画（仮称）」の見直しを行います。  
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第３章 協働パイロット事業の設定 

 市民協働に対する理解を深めていくためには、市民や市など、協働事業を実施し、市民協

働を推進しようとする具体的な事業を通じて共通の認識を形成していくことが必要です。 
 このため、市民と市が実施する協働パイロット事業を複数設定し、取り組むこととします。 
 
  



28 
 

第４章 計画の推進体制 

 推進組織 

（１） 府中市市民協働推進会議（仮称）の設置 

本計画を推進するために、府中市市民協働推進会議（仮称）を設置します。この会議

は、協働の担い手である、自治会・町内会等の地縁型活動団体、NPO・ボランティア団
体、一般市民、企業、行政および学識経験者等によって構成します。 

   推進会議は以下のような役割を担うものとします。 
  ① 本計画で位置づけた施策や事業の進ちょく状況の評価 
  ② 府中市全体での市民協働の普及や推進の評価 
  ③ 評価に対する方策の提案 
  ④ その他市民協働に関して市長が諮問した事項の審議 
（２） 市民活動拠点施設を拠点とする市民活動支援体制（中間支援組織）の拡充 

   協働の担い手団体や市民を育成、支援するために、新たに設置される市民活動拠点施

設を拠点として市民活動支援体制を拡充します。 
 
 庁内体制 

庁内の体制として、協働の相談窓口を設けるとともに、組織横断的な推進体制を整えて

いきます。 
具体的には協働事業を実施する関係部署において構成する委員会（市民協働推進委員

会（仮称））を設置します。 
 
 計画の進ちょく評価について（ＰＤＣＡ） 

計画（Plan）－実行（Do）－結果・成果の評価（Check）－改善・改良（Action）のサ
イクルを経て、また次の計画へ反映（Plan）させる考え方（ＰＤＣＡ）に基づいて、本計
画の進ちょく状況について、評価・検証等を行う仕組みを整備します。 
本計画の期間は、平成２７年度から平成３３年度までの７年間とし、計画施行後３年目

に、協働推進に係る取組状況や社会経済情勢の変化等を踏まえて、計画の見直しを検討す

ることとしています。 
そのため、具体的施策の取組目標年次ごとに、施策の進ちょく状況を評価するとともに、

計画施行後３年目に計画全体の進ちょく状況の評価と点検を行い、計画の見直しに着手

するものととます。 
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第５章 計画のスケジュール 

 
 市民の協働に対する意識の醸成 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）市民協働に対する効果的な啓発、ＰＲ活動の推進 
市民協働推進シンポジウムの開催     
市民協働出前講座の実施     
市ホームページの活用による情報提供     
協働事例集の作成     
（２）新たに協働に取り組もうとする市民への参加の機会づくり 
協働初心者講座（仮称）の実施     
（３）大学（学生）との協働の推進 
大学への市民協働に係る情報提供及び

相談窓口の充実 
    

大学と市との協働事業の実施     
（４）次代のまちづくりを担う児童・生徒に対する協働意識の醸成 
学校と地域との連携による協働の推進

（コミュニティスクールの推進） 
    

（５）地域を支える各リーダーに対する啓発・情報提供 
各活動団体リーダー学習会（仮称）の実

施 
    

（６）企業との協働の推進 
企業に対する市民協働に関する情報の

積極的な提供 
    

企業との協働を推進するための各種仕

組みの整備 
    

市民協働パートナー企業登録制度（仮

称）の実施 
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 職員の意識改革及び 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）職員研修の充実等 
職員研修プログラムの充実     
【再掲】市民協働推進シンポジウムの開

催 
    

（２） 職員が協働の経験を積むための仕組みの検討 
職員が公益的な活動に参加しやすい環

境の整備 
    

 
 情報共有・双方向型コミュニケーションの推進 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）市からの情報発信方法の改善 
協働に関するポータルサイトの充実・活

用 
    

（２）情報共有と双方向のコミュニケーション機能の拡充 
市民活動・市民協働に関する情報の収

集・共有 
    

双方向型コミュニケーションに向けた

手法や情報媒体の活用の検討 
    

市民協働のまちづくりカフェ（仮称）の

実施 
    

 
 協働のコーディネート機能の育成 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）中間支援組織の支援 
中間支援組織の育成及び運営支援     
（２）協働コーディネーターの育成・活用方法の検討 
協働コーディネーターの育成及び活用

方法の検討 
    

（３） 職員の協働コーディネーターの配置 
市民協働推進員（仮称）の配置     

 
 
 



31 
 

 市民活動拠点施設等の有効活用 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）協働の拠点としての市民活動拠点施設の活用 
市民活動拠点施設における指定管理者

制度の導入 
    

市民活動拠点施設の運営に係る市民意

見の反映 
    

（２）既存公共施設の活用方策の検討 
既存公共施設の協働拠点化の検討     
（３）新庁舎における協働を支える場の整備 
新庁舎における協働を支える場の整備     

 
 市民自身が市民の活動を支える環境づくり 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）市民が市民の活動を資金面で支援する仕組みの検討 
市民ファンド等の仕組みに係る調査・研

究 
    

市民活動推進基金の活用     
寄附をしやすい環境の整備     
（２）コミュニティビジネス実施団体の育成及び支援 
コミュニティビジネス実施団体の育成

及び支援 
    

 
 協働事業提案制度の整備 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）協働事業提案制度の検討・整備 
市民提案型協働事業提案制度の検討・整

備 
    

行政提案型協働事業提案制度の検討・整

備 
    

（２）市の事務事業に係る協働化の検討 
市の事務事業に係る協働化の検討     
（３）様々な主体による提案制度の検討・整備 
各活動団体間における協働事業の提案

の仕組みの検討 
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 協働を推進するための組織的な仕組みづくり 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）協働事業の相談・提案に係る受付とマッチングに関するルールの整備 
協働事業の相談・提案に係る受付のルー

ルの整備 
    

協働事業に係るマッチング等のルール

の整備 
    

（２）協働の推進に資する体制づくり 
市民協働推進委員会（仮称）の設置     
【再掲】市民協働推進員（仮称）の設置     
市民協働推進会議（仮称）の設置     
横断的な協働事業におけるプロジェク

トチームの活用 
    

（３）政策形成過程への参画のための公募委員制度の拡充 
附属機関・類似機関に係る公募市民枠の

拡充 
    

 
 協働事業の評価・検証の仕組みの整備 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）評価・検証の手法の検討 
協働事業の評価・検証手法の整備     
評価結果等の共有及び改善に向けた取

組の実施 
    

（２）市民協働推進行動計画（仮称）の進行管理の実施 
行動計画の評価・検証手法の整備     
【再掲】市民協働推進会議（仮称）の設

置 
    

 
 協働の取組を効果的に進めるための行動計画の策定及び条例の整備 

事業 27年度 28年度 29年度 30年度～ 
（１）市民協働の推進に関する条例の制定に係る調査研究の実施 
条例の制定に係る調査・研究     
（２）市民協働の効果的な推進のための先進事例等の調査・研究  
協働の事例等の調査・研究     
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（３）各種アンケート調査等の実施  
協働に関する各種アンケート調査等の

実施 
    

（４）行動計画の見直しの実施  
市民協働推進行動計画（仮称）の見直し     

 


